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１．はじめに

　最近は、１症例１回の治療介入に１億円以上の公

的医療費がかかる薬剤の登場や、その薬剤使用を前

提としたスクリーニング検査の展開などが散見され

る。今後も、さらなる新薬の上市が予想され、疾病

負担の軽減も期待される一方で、ひっ迫する医療保

険財政などを背景に、医療制度自体の持続性にまつ

わる議論も増加している。このような潮流を踏ま

え、提供される価値に見合った診療価格への関心

は、我が国のみならず世界的にも拡がりつつある。

医療および介護分野は、健康や生命という何ものに

も代えがたいテーマを取扱うなか、実体経済との調

和無くして制度の持続性も担保されないため、今後

とも多様な議論が望まれている。

２．�医療価値の検討や価格意識の
醸成の重要性

　近年は、病院勤務医師などの医療者の長時間過重

労働が大きな問題となっている。この要因として、

医療関連制度の複雑化と介護など周辺機能との連携

強化、さらには患者中心の医療の進展や遺伝子診断

などの医療技術の発展を背景に、書類作成や組織管

理などの診療周辺の業務負荷とあわせて、患者説明

や診療選択などの診療自体の臨床負担も拡大してい

ることが挙げられる。そのうえ病院経営において

は、働き方改革や診療品質の向上に対する投資の負

担がのしかかるなか、医療分野を取り巻く社会経済

の動向を背景に、診療報酬などが抑制されているた

め、さらに集患や診療を増やす必要性に迫られる場

合もある。その結果として、医療現場の負担はます

ます増加し、診療パフォーマンスが低下することも

医療介護システムの発展に向けた
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図１　１日あたり入院料の水準の推移（消費者物価指数で補正した診療報酬評価の動向）

（資料）社会医療診療行為別統計の概況、厚生労働省。消費者物価指数結果、総務省。
（備考）図中の入院料は、全ての病床種別の全体平均を示している（１件１日あたり）
出典：文献１
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懸念される［１］。

　実際のところ、既にこれらの懸念や関わる影響

は、臨床現場においても顕在化しつつある。例え

ば、医療財政や病院収入において大きな割合を占め

る入院料（１件１日あたり、全ての病床種別の平

均）については、消費者物価指数で補正を行うと、

2000年代後半の平均1,265点／日件に対して2010年

代後半は平均1,114点／日件となり、9.82％の減少に

なっている（図１）。この事実は、医療分野の就業

人数の多くを占める看護師全体の診療報酬上の評価

（入院基本料など）が、目減りをしてきていること

を暗示している。このように、我が国の診療報酬

は、技術料部分（主に医療職の人件費に相当する）

を中心に経済的な水準が低下していると考えられる。

　改めて述べるまでもないが、医療施設が提供する

検査や診断、手術や入院、および医薬品や治療材の

みならず、介護関係者が提供するケアなどの健康福

祉分野に関わる活動には、基本的に全て価格（多く

が公定価格）がついている。その価格と生み出す価

値や消費された資源量とのバランスが悪い場合に

は、専門職などの就業モチベーションが低下するう

え、採算が悪化して持続的な施設経営が困難になる

ことも想像される。その結果、その地域の医療や介

護の供給レベルが低下することになり、ひいては患

者・家族を含む地域住民にとっても大きな問題とな

る（図２）。そこで、サービスの享受者（保険者含

む）側と提供者側の相互が満足（または納得）する

価格水準を議論することが重要になる訳である。

　一方で、提供する診療サービスや医療現場の努力

と医療経営の収入などのバランスが崩れているのな

らば、それは「価格や価値」の議論が十分に行われ

ていない証と考えられる。そのような状況において

は、一般的に、事業運営（病院組織やシステム、ま

たは研究開発）は負のスパイラルに陥り、安定的な

図２　価格水準（価値反映）がいびつの場合に結局（長期的に）は関係者全員が損する

出典：文献１
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発展が望めないことになる。ちなみに、普段なにげ

なく接する価格は、古くから価値の交換などを行う

ためのツールとして普及してきており、社会の発展

に不可欠なものとなっている。また存在意義を表す

価値は、多様性が大きく、論じるのが難しい概念で

あるが、人間の選択、決定、行動を規定するもので

あるため、社会や医療も価値という DNA から形作

られていると解釈できる［１］。

３．�共有されるべき価値評価や�
価格意識の概念

　一般的に、“価値”とは有形・無形を問わず、対

象の存在意義（狭義には有用性や重要性）であると

される。例えば公共分野では、使用価値と交換価値

の概念のもとでそれを整理することができる。価値

は多様であり、一般に定量化することは困難である

が、社会システムの一部として議論する場合には、

関係者に説明し理解を促す必要がある（図３）［２］。

このような視点は、公共財の有効活用（公平な配

分）において最も重要である。これらを踏まえつつ

整理を行うと、生命や健康に関わるテーマは、まず

社会を発展させるために「使用価値」の観点から議

論されるべきであり、医療分野は、誰もができるだ

け低い経済負担で、公平に診療を受けられるように

すべきである（公共的側面）。

　そのため、世界の多くの国では、1978年のアル

マ・アタ宣言などにならって、多かれ少なかれ医療

分野を公的制度として整備されてきている。我が国

の国民皆保険制度も、その流れを汲んでいると推測

される。しかし、高度に専門化した専門職や治療材

は、その医療資源の開発や育成のために大きな投資

を必要とし、その供給も制限される。したがって、

医療を社会システムとして運用・発展させるために

は、希少性や専門性などに伴う「交換価値」の部分

にも着目し、一定の市場原理を取り入れたシステム

を構築することが必要になる（経済的側面）［３］。この

ような観点は、実体経済の潮流とも調和した社会保

険制度の経済的なあり方を論じる際にも参考になる。

　我が国の国民皆保険制度は、周知のとおり保険料

を中心に、公費（税金など）および患者負担（窓口

支払）から成る公的な財源を軸に運営されている。

すなわち、我が国の医療および介護分野は、市場原

理が働きにくく厚生経済的な側面から論じる必要が

ある。なお、医療製品または委託関連、および健康

診査などの事業運営の領域を中心に、その一部にお

いて市場原理が作用する。そのため、私的な医療機

図３　一般的な価値の特徴と公共分野における価値の位置づけ

出典：文献２
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関の構成割合をも考慮すると準公的市場に位置づけ

られる。このような市場では、公共財である財政

（医療資源）の公平な配分が重要な政策テーマになる。

さらに付け加えると、医療分野における最も重要な

命題である安定供給や制度持続を盤石にするために

も、効率性や生産性にも配慮した医療資源などの配

分や消費が望まれる。この効率面に関しては、価格

形成の適正化が果たす役割は大きいと推察される。

　したがって、我が国のような国民皆保険制度にお

いては、成熟した医療を低コストで広く提供する一

方で、革新的な（あるいは有効な）治療や専門的な

医療資源には高い経済水準を設定することが望まれ

る。このように、システムの継続的な発展には、使

用価値と交換価値をバランスよく導入した仕組みが

望まれる。しかしながら、医療分野における価値評

価にはさまざまな制約もある。その手法として多数

の種別が想像されるが、それらは現実の経済との整

合性が不十分であったり、費用のみに着目してきた

ものであったり、そもそも概念の域を出ないもので

あったりする。そのため、それらの限界を精査する

と、医療制度における経済活動や公定価格の議論に

資する価値評価として、次の考え方（理論と手法）

が挙げられる。

　一般にミクロ経済学では、効用理論などを背景と

した需給均衡に基づき価格が収斂し、効率が最大化

される。しかし医療価値は、衡平性（幸福度）の視

点を取り入れながら、患者の効用値（選好、支払い

意欲）と医療財政（所得再配分、財政収支）のバラ

ンスを公益性から議論する（図４）。そのため、こ

の価値は個人と社会の関係を織り交ぜながら、医療

プログラム単位あたりの効用とコストのバランスを

高めることを標榜する［４］。その結果、ある予算の範

囲内で効用を最大化すれば、費用対効果が高いほど

集団全体の効用は高まり、ステークホルダーの「価

値」は高まることになる。これは、概念的な価値の

議論と比べて、実体経済や一般的な価値との関係性

についても検討が比較的可能なため、医療分野の診

療価格を検討するのに適していると思われる。

　このような概念において、価値は、異なる立場を

結びつけるハブやバランサー（均衡調整）にも例え

られ、価格は、それらを実現させる共通言語（ツー

ル）であるとも考えられる。

４．�価値評価や価格水準の算定手法と�
研究事例

　前節のとおり、公共部門の医療サービスの価値は、
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図４　厚生経済学を考慮した効用理論と費用対効果に基づく医療の価値評価の概念

出典：文献４
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民間部門とは異なる条件や目的のもとで、限界効用

理論や選好に基づく尺度を適用することで間接的に

評価することができる［５］。ちなみに、医療分野で

は、健康関連 QOL の一種として患者の効用値を測

定・分析する方法が開発されている。この考え方を

費用対効果分析（CEA）に応用したものが費用対

効用分析（CUA）である。これらを踏まえ費用対

効果に効用関数を応用すると、医療価値は「資源消

費（直接的な医療費用が中心）÷健康回復（効用な

どの患者アウトカム）」として算出される（図４）［６］。

また、アウトカムの一つとして、質調整生存年

（Quality-adjusted life year：以下、QALY）という

グローバル指標が挙げられる。これは、患者の効用

値と生存年を積分する概念であり、量的な成果（生

命予後）のみならず質的な成果（QOL）の両方を

併せて論じる指標である（図５）。

　この費用対効果は、我が国においても2019年度よ

り医療保険制度に導入されており、公定価格が高額

で市場規模の大きい医薬品や医療機器を対象に、そ

の臨床的な有用性と社会的な費用のバランス（すな

わち公定価格の妥当性）を検証するのに活用されて

いる。この費用対効果評価においては、一般にパ

フォーマンスの水準（例えば傾き）が論じられる。

なお、医療技術評価（HTA）や診療技術間で効果

と費用の次元やレベルが異なる場合は、追加的な有

用性と増加する費用（いわゆる差分）の比率を論じ

る増分費用効果比（以下、ICER）が選択される［３］。

その善し悪しの判断基準は、支払意思額（WTP）

などで算出された国民的な経済負担のコンセンサス

をもとに、１QALY 獲得あたり約500～750万円が

許容額とされる［７］。この評価が適用された超高額な

CAR-T 細胞療法などの価格調整は、記憶に新しい

ところである。

　ここでは、我が国の費用対効果（価値評価、価格

検証）の研究事例として、日本全国で患者数が約30

万人以上と多く、医療費が年間平均500万円で財政

負担も１兆６千億円程度の規模である、末期慢性腎

不全に対する腎代替療法（血液透析：以下、HD）

の臨床経済研究の報告を紹介する［８］。慢性腎臓病患

者は、腎機能障害の進行に伴い、電解質・水分代謝

の異常や尿毒症毒素の貯留が健康状態に大きな影響

を及ぼし、生命を脅かすことさえある［９］。HD によ

る治療は、体液の量と組成を正常範囲に維持するこ

とを目標とする。この研究では、36ヶ月間の観察で

患者の効用の推移を評価してそこから QALY を推

定し、医療費は実際の診療報酬の累積請求額をもと

に算出された。費用対効果は、仮に腎死（無治療）

を対照とした ICER のもとで社会的な立場から分析

図５　質調整生存年（QALY：Quality-adjusted life year）の概念

出典：文献５
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された。研究対象は、437回の HD を受けた患者29

名（平均年齢59.9±13.1歳）であった。

　分析の結果、効用スコアは0.75±0.21、治療１年

間の総医療費は45,200±88,00US ドルであった。全

体を平均して、ICER は68,800±44,700US ドル／

QALY となった。36ヶ月間観察後の ICER は、主

に65歳以下の患者で増加し（p < 0.01; <65）、高齢

患者において悪化することはなかった（p > 0.05; ≥

65）（図６）。考察において、HD の費用対効果をさ

らに向上させるには、栄養失調の予防や最適な１回

あたりの透析時間、さらに透析回数（最適透析量）

の設定などの対策が重要と示唆された。これらを踏

まえ、この研究の意義を整理すると、救命や健康の

社会経済的な価値を定量的に示したことが挙げられ

る。すなわち、年間医療費が高額であり財政負担も

大きい HD ではあるものの、前述の国民の価値判断

の基準から眺めると、公定価格の水準は適切である

と理解される。ちなみに、HD の費用対効果は、医

療技術の成熟度や患者数の多さなどから、海外にお

いては、公的医療保険の経済的な基本水準と見なさ

れる場合が多い。

５．�医療価値の共有や診療価格の検討に
おけるハードル

　１日あたりの薬剤料の全体平均は、過去の10年間

ほど低下傾向にある（図７）。取り上げた指標の制

約（定義）もあるが、この傾向は、新薬はともかく

多くの薬剤の実質価格が低廉化していることを示唆

している。これは、価値に見合った財政規模が確保

されておらず、均衡財政の影響を受けている可能性

も想像される。つまり、診療価格の適正化には、受

益と負担のバランスの中で適正財政も論じる必要が

ある［10］。医学の進歩にはイノベーションが不可欠で

あり、そのためには研究開発への積極的な投資（原

資の確保）も望まれるが、診療価格の抑制はそれを

妨げる可能性がある。

　このような背景のなか、医療製品の普及も営利活

動の一環として開発および販売がなされるのであれ

ば、経営資本の投資と回収のバランスを企業会計上

で担保し、持続的な成長を志向する企業活動との調

和が不可欠となる。すなわち、研究開発の段階から

対象事業の市場における想定価値を論じることが望
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図６　血液透析の臨床経済的な価値の分析：
観察開始後１か月から36か月後の費用対効果の水準（ICER）の変位（年齢帯別）

*p < 0.05, **p < 0.01

出典：文献７
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まれる。

　医療介護を取り巻く社会経済の環境の厳しさがさ

らに増す場合、ステークホルダーは、必然的に少な

い選択肢から将来の方針を意志決定する立場に置か

れることになる。そのため、自分たちにとって優先

順位が高いものは何であるのかを思索する必要があ

る。不透明な社会の潮流のなかにおいては、その材

料を準備することの意義がさらに増すと思慮される。

つまり価値の議論の先には、不確実性の高い医療に

おける選択と決定のリスク軽減のツールとして、予

測モデルなどの導入の重要性も高まることになる。

　以上も踏まえ、医療介護などのシステムの中にお

ける負担の公平化を円滑に進めるためにも、負担に

よって得られるメリット（価値）や選択肢の長所・

短所、またはその理由や根拠について、国民の価値

観などにも配慮しながら分かりやすく議論されるこ

とが望まれる［１］。すなわち、やや理想論にはなるも

のの、国民の共有財産の議論を行うには、立場の異

なる多様な関係者が円卓を囲んだうえで前提となる

要件を定めつつ、共通の価値観をいしずえに意思疎

通を図っていくべきと推察される。

　その道標となり得る医療価値から導き出される価

格水準がもたらす成果は、計り知れないはずであ

る。しかし、実際のところ理論や手法の開発、また

はデータの整備が十分でなく、その実現に向けて難

しい面も数多くある。ここまで、医療分野の価値や

価格の検討方法について整理をしてきたが、それら

を促進するにあたって、幾つかの課題が横たわって

いるのも事実である。

　その課題として、患者アウトカムの測定に関わる

技術的な議論、各種財源の適正規模やその公平配分

に関わる政策的な側面、および価値評価やその共有

の意義（必要性）の観点などが挙げられる［１］。患者

アウトカムの測定や各種財源の規模と配分の議論

は、学際的に裾野の広いテーマであるためここでは

割愛をするが、それらの議論の前提とも考えられる

価値評価の必要性に関わる印象を簡単に述べる。価

値評価やその共有の意義について、疑問を呈する方

もいると推察される。また、その議論を行う以前

に、そもそも医療分野の価値や価格に対する関心が

図７　医薬品全体の平均価格の推移（１種類１日あたりの平均薬剤料の年次推移）

（資料）調剤医療費（電算処理分）の動向（年度版） 。厚生労働省
出典：文献１

R² = 0.394, P < 0.05
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無く、議論すら存在しないという状況も想像される。

　後者のケースはかなり特異的なものと考えられる

が、前者のケースは大いにあり得る。その背景とし

て、何ものにも代えがたい健康や生命の価値は理論

的な議論の対象外であり、異なる切り口で取り扱う

べきという見方も想像される。これについては、哲

学や倫理学なども交えながら広く論じる必要がある

が、社会経済と調和しないシステムは、やはり持続

性が不安定になり、結局、関係者全員（次世代も含

む）の幸福にも影響を及ぼすことが懸念される。

６．おわりに

　以上から、医療および介護制度の整備を進めるに

は、社会的な存在としての人間を前提に公助・共助

などへの想いを集約する必要があるものの、個々人

の意志や理解・希望がやはり関わる価値の源泉であ

りその見える化が不可欠であることを認識すべきで

ある。そのうえで、その一部なりとも効用理論や費

用対効果のような理念で明らかにしつつ、医療介護

の大切さを関係者で再認識することは、国民の財産

である医療介護システムを育むにあたり大いに意義

があると考えられる。その結果、適正な経済負担の

進展、適正な価格水準の形成、安定的な医療経営の

拡大、医学の進歩と国民福祉の向上、という正のス

パイラルが生み出されるものと期待される。
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